






環境マネジメント体制環境マネジメント体制
環境への取り組み環境への取り組み

緑の地球は、私たちに多くの恵みと
今日の繁栄を育んでくれています。この
豊かな環境を次の世代に引き継ぐため
に、JSPは、企業理念「創造的行動力に
よる社会への貢献」の最重要課題とし
て、グループを挙げて地球環境の保全
に努めます。

当社は、企業理念「創造的行動力による社会への貢献」を掲げ、発泡製品メーカーとして省エネ、省資源、環境保全という時代の流れに沿った製品を世界に供給してきました。また、地球環境問題への適切な対応に努める
べく、製品リサイクルシステムの確立と実施を図るとともに、環境に優しい発泡技術の追求を進めています。また、従来より、環境マネジメントシステム「ISO14001」の枠組みのもと環境保全、製品安全に関する活動を
進めてきましたが、2011年度より一般社団法人 日本化学工業会のレスポンシブル・ケア活動に参加し保安防災、労働安全衛生、物流安全、社会との対話を加えた活動を実施しています。今後も、かけがえのない地球環境
を後世へ引き継ぐため、JSPグループはグローバルな見地から事業と環境の共生を図っていきます。

基本理念

・地球環境を守る企業活動と環境に優しい
製品作りを実践します。
・法規制その他の基準を順守し、環境保全
に努めます。
・環境マネジメントシステムの継続的改善
を実施し、環境パフォーマンスの向上に
努めます。

環境方針

（株）JSP事業所 ISO14001認証取得状況
本社／北海道工場／鹿沼事業所（鹿沼第一工場／再資源センター／鹿沼ミラフォーム工場／
鹿沼物流センター／鹿沼第二工場※1）／鹿島工場／四日市第一工場／四日市第二
工場※2／関西工場／九州工場
※1　JSPモールディング（株）栃木第一工場を含む
※2　JSPモールディング（株）三重工場を含む｠

国内グループ会社 ISO14001認証取得状況
セイホクパッケージ（株）／本州油化（株）

海外グループ会社 ISO14001認証取得状況
JSP International LLC（アメリカ、バトラー）／JSP International LLC（アメリカ、
タラホーマ-2）／JSP International de Mexico, S.A. de C.V.（メキシコ、トルーカ）／
JSP Brasil Industria de Plasticos LTDA.（ブラジル）／JSP International 
S . A . R . L（フランス）／JSP I n t e r na t i ona l s . r . o .（チェコ）／Ta iwan J S P 
Chemical Co. , L td .（台湾）／KOSPA CORPORATION（韓国、金泉）／JSP 
Advanced Mater ia l s （Wux i） Co . , L td .（中国、無錫）／JSP Advanced 
Materials （Dongguan） Co., Ltd.（中国、東莞）／JSP Advanced Materials 
（Wuhan） Co., Ltd.（中国、武漢）

ISO14001認証取得状況

部　署トップマネジメント 事業所環境ISO
責任者

鹿沼ミラフォーム
工場環境ISO責任者

鹿島工場環境
ISO責任者

四日市第一工場
環境ISO責任者

四日市第二工場
環境ISO責任者

関西工場環境
ISO責任者

九州工場環境
ISO責任者

事業所ISO
推進委員会

本社 I SO推進
委員会

北海道工場ISO
推進委員会

鹿沼第一工場ISO
推進委員会

鹿沼ミラフォーム
工場ISO推進委員会

鹿沼第二工場ISO
推進委員会

鹿島工場 I SO
推進委員会

四日市第一工場ISO
推進委員会

四日市第二工場
ISO推進委員会

関西工場 I SO
推進委員会

九州工場 I SO
推進委員会

環境マネジメントシステムの組織体制

※1　再資源センターを含む
※2　鹿沼物流センターを含む
※3　JSPモールディング（株）栃木第一工場を含む
※4　JSPモールディング（株）三重工場を含む

社　長

管理責任者

鹿沼第二工場環境
ISO責任者

鹿沼第一工場環境
ISO責任者

北海道工場環境
ISO責任者

本社環境ISO
責任者 本社 各部署

北海道工場 各部署

鹿沼第一工場※1

各部署

鹿沼ミラフォーム
工場※2各部署

鹿沼第二工場※3

各部署

鹿島工場 各部署

四日市第一工場
各部署

四日市第二工場※4
各部署

関西工場各部署

九州工場 各部署
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環境保全環境保全
環境への取り組み環境への取り組み

インプット・アウトプット（2023年度実績／JSP国内単体）

当社の製品である発泡素材は、自動車に使用される場合は燃費を向上させ、住宅の断熱材として使用
される場合は冷暖房効率を向上させるなど、ご家庭の自動車や住宅の見えないところで温室効果ガス
排出量の削減に貢献しています。

当社の2023年度エネルギー使用量は、エネルギー使用の寄与率※から算出したエネルギー原単位
の対前年度比が96.5％と良化し、目標としていた「対前年度比でエネルギー原単位を良化させる」は
達成しました。また、5年度間平均原単位変化は99.3％となり、「5年度間平均原単位変化を年平均1％
以上向上させる」という目標は未達でした。2024年度以降は、さらに各事業場で省エネ活動のPDCA
サイクルを回すとともに、グリーンエネルギーの導入を推進していきます。
※寄与率を用いて製品群ごとにエネルギー使用原単位を算出し、事業者全体のエネルギー使用原単位の対前年度比について、製品群
の割合に比例して計算したもの。

エネルギー使用量の削減（JSP国内単体）

当社は、物流における環境対応、エネルギー効率化と輸送の安定化を目指し、トラック輸送よりも
CO2排出量の少ない鉄道やフェリーを利用したモーダルシフトも実施しています。 
モーダルシフトは、自然災害による道路寸断等が発生した際の安全・安定供給にも有効です。

また、物流の2024年問題でのドライバー不足や長距離輸送における長時間労働等の解決策と
しても効果的です。そして、第二次、第三次の交通手段としても存在感を発揮します。これからも
関連部署と連携し、モーダルシフトへの取り組みを積極的に行っていきます。

モーダルシフトへの取り組み（JSP国内単体）

当社は、製造工程において水を使い捨てずにリサイクルする水循環システムによって生産活動を
しています。2023年度の使用量は約900tでした。

水使用量の削減（JSP国内単体）

当社のRC中期計画では、2023年度の最終埋立物の排出量目標として「埋立物排出量の削減（前年
度の実績値を超えない管理）」を掲げ、各事業所で計画的に削減活動を実施しました。その結果、
2022年度と比較して大きく抑制することができました。

埋立排出量の削減（JSP国内単体）

INPUT

JSPの事業活動 

121,945t
原料投入量

32,514kl
エネルギー使用量（原油換算）

900t
水使用量

廃プラスチックリサイクル量
4,085t

OUTPUT

製品

99,310t

廃棄物の排出

総発生量･････････5,214t

水域への排出

排水量････････････377t
BOD排出量･････････1.6t
COD排出量 ････････0.8t
全窒素排出量 ･･･････2.7t
全リン排出量 ･･･････0.1t

研究 開発 生産 販売

大気への排出

CO2 ････････60,100t-CO₂
NOx･･････････13.6t 　　
SOx ････････････2.5t 　　
ばいじん ････････0.5t　 　

CO2排出量の推移

140,000

105,000

70,000

35,000

0
2019 2020 2021 2023 （年度）

（t-CO2）
100

75

50

25

0

（％）

2013年基準温室効果ガス排出量指数（右軸）

67,367 62,991 66,240 60,100
（新法: 64,566）

2022
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■ CO2排出量（左軸）

原油換算エネルギー使用量の推移 エネルギー原単位の対前年度比（寄与率による算出）
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原油換算エネルギー使用量（左軸） 生産量（右軸）
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96.5

産業廃棄物処理施設（焼却施設）の維持管理計画と実績の詳細 　 
https://www.co-jsp.co.jp/sustainability/e/e_protection.html

当社の2023年度のCO2排出量は、対前年度比で4.7%減（2,933t-CO2減）、2013年度対比では
約25.2%の削減となりました。工場稼働日の集約や排熱の有効活用、構内のエアー漏れや放熱ロスの削減
活動を行ったことが主な良化要因です。

CO2排出量の削減（JSP国内単体）

※2023年度からの新法による算出方法では、対前年度比で約2.4%増（1,533t-CO2増）となりました。2013年度対比では約19.6%
の削減となります。
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TCFD提言に基づく情報開示についてTCFD提言に基づく情報開示について
環境への取り組み環境への取り組み

当社は、2021年12月にTCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）提言に賛同しました。当社は気候変動に関連する事象を経営リスクとして捉え、対応するとともに、新たな機会を見出し、企業価値向上を目指します。
　また、TCFD提言について、持続可能な社会の実現に向けた活動を有機的に、かつ実践的に進めるための有効な枠組みとして捉え、さまざまなステークホルダーの皆様と対話していくツールとして活用します。気候変動
問題に取り組むことで、社会価値と経済価値の向上の実現を目指し、真のグローバルサプライヤーとして企業理念である「創造的行動力による社会への貢献」を実現します。

当社グループの気候変動に関する戦略は、シナリオ分析の実施により策定しています。当社グループはシナリオとして、世界の平均
気温上昇が産業革命以前に比べて1.5℃に抑制するシナリオ（1.5℃シナリオ）と、世界の平均気温上昇が産業革命以前に比べて
4℃上昇するシナリオ（4℃シナリオ）を用いています。またシナリオに基づき分析されたリスクと機会から理論上導出されるビジ
ネスモデルにおける影響の評価および対応策について検討しています。

● 当社の気候変動対応は、サステナビリティ推進体制に基づき推進します。
● 当社では、社長を議長とする取締役会がガバナンスの役割を担い、気候関連
問題の経営諸活動への影響について監督します。

● 執行役員会が気候関連リスクについて管理する役割を担い、対応の検討と
決定を実施します。

● 執行役員会における具体的対応策の検討のために、サステナビリティ推進
活動とレスポンシブル・ケア活動との両輪により、部門横断的に気候変動に
関する国内外の動向・要請等の情報収集、情勢とリスクの分析を実施して
います。

● 特に重要な課題については、執行役員会の諮問機関であるサステナビリティ
推進専門委員会を開催して、当社のとるべき方針と施策について検討を行って
います。

● 2021年4月に設立したサステナビリティ推進グループは、サステナビリティ
推進専門委員会の事務局として、気候変動の対応を含む、全社的なサステナ
ビリティ推進活動が実効的に機能するように調整する役割を果たします。

● サステナビリティ推進体制における全社とは、具体的には事業部門、コーポ
レート部門、工場、研究所、グループ会社等を指し、サステナビリティ推進活動
を実施する役割を担います。

● エネルギーやGHG（温室効果ガス）排出削減に関する課題については、レス
ポンシブル・ケア会議、省エネ推進責任者会議、環境安全推進会議などで
具体的な議論を行っています。各種会議の設置により、エネルギーとGHG
排出削減に関してマネジメントするとともに、必要不可欠な情報が共有される
体制を整えています。

ガバナンスとリスク管理 戦略

ミラフォーム®Λ（ラムダ）は当社がこれまで培ったプラスチック発泡技術を駆使して開発
した高性能・次世代型断熱材です。
ミラフォーム®に特殊技術を加えることで、今まで押出法ポリスチレンフォームでは限界とさ
れていた断熱性能をさらにレベルアップすることに成功しました（熱伝導率0.022W/m・K）。
住宅の高性能化が推進される中、GHGの排出削減に大きく貢献する画期的な断熱材と
して市場からも大きな支持を得ています。

気候変動対応型製品のご紹介

ミラフォーム®Λ（ラムダ）

すべての発泡樹脂製品は省資源素材であり、GHG排出削減により環境負荷低減に貢献する「環境対応型製品」です。その中でも特に
気候変動、国土強靭化対応、災害復旧に大きく貢献できる製品を「気候変動対応型製品」と位置づけ、普及に注力することで気候変動
緩和に貢献します。

１．環境対応型製品のより一層の普及により、気候変動緩和に貢献する

３．GHG排出削減とエネルギーの効率的利用により、気候変動緩和に貢献する

２．リサイクル活動の推進により、プラスチック資源の循環に貢献する

リサイクルポリプロピレンを用いた発泡ポリプロピレンであるARPRO® REが、欧州市場で採用
されました。当社は、さらにリサイクル活動を拡大し、漁網などの海洋廃棄物を原料とする
リサイクル原料を使った製品ARPRO® RE OCEANを開発し、海洋廃棄物の再利用に貢献
しています。
また、リサイクル原料をほぼ100%使用した製品ARPRO® REvolutionも開発しています。

プラスチック資源の循環に貢献する製品のご紹介

ARPRO® REvolution

取締役会

執行役員会

サステナビリティ推進専門委員会

全　社

＜サステナビリティ推進体制＞
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TCFD提言に基づく情報開示について 
環境への取り組み環境への取り組み

シナリオ分析の前提
●ターゲット：2030年度
●シナリオ：産業革命以前比で世界の平均気温上昇が1.5℃に抑制されるシナリオおよび4℃上昇シナリオ
※気候変動に関する政府間パネル（IPCC）公表の「共通社会経済経路（SSP）」をもとに国立環境研究所が公表した「日本版SSP」よりSSP-1（持続可能）とSSP-3（地域分断）を用いてシナリオ分析を実施

●全事業ポートフォリオに対するリスクおよび機会のインパクトを評価し対応戦略を立案

戦略策定のためのシナリオ分析

・省エネ推進によるGHG排出量削減
・再生エネルギー導入の促進
・物流最適によるGHG排出量削減

・再生原料購入の分散化　・再生原料使用製品の開発強化

・マテリアル・リサイクルのさらなる促進
・業界団体としてのケミカル・リサイクルへの取り組み
・環境負荷（GHG排出量、水使用量等）の評価低減と情報発信
・バイオ由来製品開発の促進

・マテリアル・リサイクルのさらなる促進
・気候変動対応型製品によるGHG排出量削減情報の発信強化
・環境貢献製品の情報発信強化
・製品LCAの算定と情報発信強化
・リサイクルチェーンの構築強化

住宅の省エネルギーに貢献する製品需要増加

効率的・拠点連携型都市における省エネ工事・短縮工期需要増加

1.5℃シナリオにおける移行リスクと機会の一覧表

政策

再生資源の使用割合基準の導入 再生原料争奪によるコスト増大

操業コストの増大炭素価格の上昇

市場
・
評判

技術 競合素材との競争激化 既存製品の収益悪化

原料価格の急激な変動、
化石由来原料へのネガティブ
イメージの形成

既存事業の収益悪化

リサイクル関連製品市場の拡大

EV市場拡大に伴う軽量部材の需要増大

バイオ由来製品需要の増加

ARPRO® RE、ARPRO® RE OCEAN、ARPRO® REvolution

J‐ウォールブロック
フォームサポート工法
三層緩衝構造
スチロダイアブロック®

ミラフォーム®、ミラフォーム®Λ（ラムダ）

ARPRO®、ARPRO® LC

ミラブロック-Bio®、LACTIF、ミラマットA®-Bio

移行リスク 影響評価 主な対応策

機会 機会獲得製品

気温上昇に伴う気象災害の
激甚化

・BCP整備　・浸水防御壁等の災害対策整備
・気象被災に対する付保工場操業への影響拡大

輸送への影響拡大

水使用量削減・循環による製造方法の構築強化

気象災害被害の回復貢献としての土木建築需要増加
災害対策強化としての土木補強、長寿命化需要の増加

J‐ウォールブロック
三層緩衝構造
スチロダイアブロック®

4℃シナリオにおける物理的リスクと機会の一覧表

渇水 工場操業への影響拡大

原料購入の分散化

機会 機会獲得製品

物理的リスク 影響評価 主な対応策
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TCFD提言に基づく情報開示について 
環境への取り組み環境への取り組み

GHG排出量削減は、グローバル企業の責任において、当社グループを対象に指標および目標
を掲げております。
なお、2050年のカーボンニュートラルの達成のためには、日本が現在技術確立に取り組んでいる
CCUS（Carbon dioxide Capture, Util ization and Storage．CO2を回収し大気中に放出
させないための回収・有効利用・貯蓄の技術）が社会に実装され、また各電力会社が化石燃料から
GHGを排出しない非化石燃料に電源を変更する等の前提があることを付記します。

指標と目標

（単位：t- CO2）GHG排出量の実績および計画 JSPグループのScope1＋Scope2

218,773 195,723 178,938 186,505GHG排出量

年度 2013年度 実績 2022年度 実績 2023年度 実績 2030年度 計画

GHG排出削減の実績および目標 JSPグループのScope1＋Scope2

10.5％減

13.3％減

18.2％減

18.2％減

15％減以上

30％減以上
実質ゼロ

GHG削減率 2013年度実績比

原単位GHG削減率 2013年度実績比※

年度 2022年度 実績 2023年度 実績 2030年度 目標 2050年度 目標

※原単位＝年GHG排出量（t- CO2）÷年販売数量（t）

●対象範囲：JSPグループのScope1およびScope2
●削減目標対象のGHG：エネルギーの使用の合理化等に関する法律に基づき算定を実施するもの

15％削減

2030 2050

GHG排出量
実質ゼロへ
GHG排出量
実質ゼロへ

2013

基準年度

2022

10％削減

2023

18%削減

（年度）

■ GHG排出量 ■ GHG削減量

GHG排出削減のロードマップ（2013年度を100とする）

※この情報は2024年6月時点のものです。

ロードマップの前提

JSPグループ
 

（Scope1+2）

 排出原単位 30%以上削減
 排出量 15%以上削減

2030年度 2050年度

実質カーボンニュートラル
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ステークホルダーとのコミュニケーションステークホルダーとのコミュニケーション
社会への取り組み社会への取り組み

取り組み 具体的な活動 コミュニケーション頻度ステークホルダー

JSPグループは、お客様をはじめとするすべてのステークホルダーとの対話を通じ、お互いに信頼を築いていくことが重要であると考えています。お客様、取引先、株主・投資家とのエンゲージメント、地域社会・行政との
対話、従業員、求職者とのコミュニケーション等を通じて、届いたご意見や評価をもとに、会社の課題の把握に努めています。また、各種媒体を通じて株主・投資家情報および各種のニュースリリースを発信し、すべての
ステークホルダーに対して適切なタイミングで十分な情報開示を心がけています。そしてこのような幅広いステークホルダーの皆様とのコミュニケーションを通じて、社会から信頼される企業を目指しています。

取り組み 具体的な活動 コミュニケーション頻度ステークホルダー

お客様のご意見に耳を傾け、
製品とサービスを提供する
ことでお客様と長期的に良好
な関係を築きます。

お客様

取引先を通じてサステナ
ブル調達の取り組みを推進
します。

取引先

株主、投資家の皆様の期待
に応えるため公平な情報
開示を行い持続的な成長
による企業価値の向上を
目指します。

株主・投資家

製品の販売を通じた
直接対応

お問い合わせ

顧客満足度調査
（ISO9001に基づく）

製品の購買を通じた
直接対応

お問い合わせ

株主総会

各種お問い合わせ

決算説明会

IR個別取材対応

法令や証券取引所の
規則に則った情報開示

株主向け報告書

日常

随時

年1回

日常

随時

年1回

随時

年2回

随時

随時

年2回

ホームページでの情報
発信および各種出版
物の発行

随時

地域のイベントへの参加、
献血活動をはじめ、コミュニ
ティ参加などを通じて、地域
社会との交流を図り、地域
の発展に貢献しています。

地域社会・行政

従業員一人ひとりが最大
限に能力を発揮できるよう
な人材の育成と職場環境
作りに努めます。また従業
員の健康と多様性を尊重
します。

従業員

求職者

随時

随時

随時

随時

年4回

年4回

日常的

随時

年1回

月１回

月１回

随時

各種地域貢献活動

見学会

地域イベントへの参加

階層別研修

目標管理面談

社内報

イントラネット運用

内部通報窓口

給与・賞与等人事関連
制度説明会および
意見交換会

安全衛生委員会

本社衛生委員会

ホームページ上での
情報開示

会社説明会、就職ガイ
ダンスの開催 随時

当社に入社を希望する方々
に対して、情報開示や説明会
を行うことで優秀な人材を
確保し持続的な成長と企業
価値の向上を目指します。
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品質保証／調達品質保証／調達
社会への取り組み社会への取り組み

調達活動に関する基本的な考え方
グローバル化による経済発展の一方、気候変動等の環境問題は、我々の生活を含め、地球、動植物に

さまざまな影響を及ぼしています。また、グローバル化した企業のサプライチェーン上では、人権問題
を含む社会問題の重要性が増していることから、企業は倫理的に正しいことに対し、法律以上に取り
組む姿勢が求められています。 当社グループは企業理念「創造的行動力による社会への貢献」に基づき、
環境と社会に配慮した製品の提供だけではなく、グローバルな調達活動を通じても環境と社会に対して
配慮し、サステナビリティ社会の実現に向けて貢献します。
その一環として、サプライチェーン全体で持続可能な調達活動を推進するために、下記の通り「JSP

グループ調達基本方針」を策定しました。

パートナーシップ構築宣言
当社は、内閣府や中小企業庁などが推進する「未来を拓くパートナーシップ構築推進会議」の趣旨に賛同

し、2022年12月に「パートナーシップ構築宣言」を公表しました。サプライチェーンの取引先や価値創造
を図る事業者の皆様との連携・共存共栄を進めることで、新たなパートナーシップの構築を目指します。
なお、当社は、今回の宣言にあたり、以下の個別項目を明示しています。

＜個別項目＞
●オープンイノベーションを積極的に活用し、新規事業の創出に取り組みます。
●「ホワイト物流」推進運動の主旨に賛同し、取引先との適正な関係構築に努めます。
●「JSPグループ調達基本方針」を公表し、公正・公平で自由な競争に基づき、個人的な利害関係の入らな
い取引を行うように努めます。

・顧客のニーズに対応し、顧客と社会の持続的発展に貢献する製品を創出します。
・品質マネジメントシステムの継続的改善を実施します。

品質方針

（１）人権を尊重し、差別を禁止していること。人権侵害に加担していないこと。 
（２）公正な労働条件を適用し、労働環境の安全性を整備し、強制労働および児童労働を禁止していること。
（３）環境上の課題を認識し、解決・対応に取り組んでいること。 
（４）安定した経営基盤および品質・価格・納期などが適正水準であり、その維持・向上に努めていること。
（５）法令・社会規範を遵守していること。

１．公正・公平で自由な競争に基づき、国内外に開放され、透明な手続きによる調達活動を行います。
２．調達活動にあたり、それぞれの地域・国における法令・社会規範を遵守します。
３．経済合理的方法に基づく最適な調達活動を行うと共に、お取引先様との相互発展を目指した健全な
取引関係の構築と維持に努めます。

４．お客様の満足を第一に考えた調達活動の実施に努めます。
５．お取引先様の選定においては以下の点を重点項目として、またお取引先様がサステナビリティに
取り組まれていることに配慮して調達を行います。

JSPグループ調達基本方針

https://www.biz-partnership.jp/declaration/21646-05-08-tokyo.pdf
株式会社JSP「パートナーシップ構築宣言」

ホワイト物流推進運動の自主行動宣言
当社は、国土交通省・経済産業省・農林水産省が提唱する「ホワイト物流」推進運動の趣旨に賛同し、
2022年12月に「自主行動宣言」を提出しました。事業活動に必要な物流の持続的・安定的な確保を
経営課題として認識し、生産性の高い物流と働き方改革の実現に向け、取引先や物流事業者等の
関係者との相互理解のもとで、物流の改善に取り組みます。

「ホワイト物流推進運動」ポータルサイト　　https://white-logistics-movement.jp/

https://www.co-jsp.co.jp/sustainability/s/pdf/s_procurement_01.pdf
株式会社JSP「ホワイト物流推進運動の自主行動宣言」

品質保証

調達

「パートナーシップ構築宣言」ポータルサイト　　https://www.biz-partnership.jp
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社会貢献活動社会貢献活動
社会への取り組み社会への取り組み

● 献血活動
毎年、日本赤十字社の献血活動

に協力しています。2023年度は、
北海道工場と鹿沼事業所で献血
活動に参加しました。

ブラジルにあるグループ会社JSP Bras i l 
Industria de Plasticos LTDA.は2023年5月
から6月にかけて、Winter Clothing Campaign
を実施し、約54kgの冬服を集めました。集まっ
た暖かい冬服は、地元の施設に寄付し、健康で快
適な生活を送るためのサポートができました。

● 地元施設への冬服寄付

フランスにあるグループ会社JSP 
International S.A.R.L.は、2024年6月、
エストレ=サン=ドニ工場にエストレ=
サン=ドニ市長と地元の小学校の校長を
お迎えし、小学校の生徒へ色鉛筆と再生紙
（10万枚）を寄付しました。子どもたちが豊かな創造力を発揮できる学習環境
を提供し、ワクワク（WOW!）体験につなげてもらうことを目的としています。
2022年末に続く２度目の寄付で、地域社会との関係強化にもつながっています。

● 地元小学校への文房具寄付

● ペットボトルキャップ回収運動
関西工場では、2022年11月

から2023年12月までペット
ボトルキャップ回収運動を行い
ました。11,544個（28.9kg）を
回収し、キャップを回収事業者
団体へ売却、その売却金額を
子どもワクチンの確保と感染症
の予防支援に役立てられるよう
寄付しました。

● 次世代育成への取り組み
当社グループでは、国内外の工場で、インターンシップ
の受け入れをはじめとして若い世代に仕事について
学んでもらう機会を提供しています。2023年度は、
日本国内では鹿沼第一工場、四日市第一工場で地元の
高校生インターンシップを受け入れました。また、海外
でも、高校生・大学生インターンシップの受け入れや
地元の高校生に製造業の魅力を伝えるプログラムへの
参加などを実施しています。これらの活動を通じて、
高校生・大学生の勤労観・職業観の醸成や積極的な
進路選択の一助となることを目指しています。

鹿沼工場での
インターンシップの様子

メキシコのグループ会社JSP International de 
Mexico S.A. de C.V.でのインターンシップの様子

● 地域の清掃・美化活動
当社グループは、国内外の事業所・工場周辺の清掃
活動や、地元地域の清掃・美化活動への参加を実施して
います。

九州工場

● 地域社会との交流
当社グループは、世界各国に広がる拠点で地域社会との交流を大切に

しています。日本国内の事業所・工場では、工場見学の開催、献血活動や地域
の交通安全運動への参加、地域行事への寄付などを行っています。海外
においても工場見学や消防署などへの寄付、地域の団体やイベントのスポ
ンサー活動などを通じて、各地域社会との交流を深めています。

アメリカのグループ会社JSP International Group LTD.にて
スポンサーを実施したFoley Freeze Robotics Competition
（ロボット競技会）の様子

鹿沼工場の交通安全運動への参加の
様子

● フードバンクへの食品寄付
東京本社では、2024年7月から
8月にかけて、ひとり親のご家庭を
対象としたフードバンクの「グッド
ごはん」大阪事務局様へ食品の
寄付を行いました。学校給食がなく
食支援のニーズが一層高くなる
夏休み、食品の寄付はたいへん
喜ばれました。

四日市第一工場

鹿沼事業所
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コーポレート・ガバナンスの取り組みコーポレート・ガバナンスの取り組み
2024年7月5日現在

各人に期待される分野を４つまで記載しています。
上記一覧表は各人の有するすべての知見や経験を表すものではありません。

コーポレート・ガバナンス体制の基本情報

スキル・マトリックス

当社は、持続的成長を継続させ企業価値を向上させることが経営の最重要課題であるとの認識のもと、
「創造的行動力による社会への貢献」を企業理念に掲げ、安全と環境対応を重視した国際競争力の
ある企業として、すべてのステークホルダーから信頼され、満足いただける経営を目指しています。
そのためには、コーポレート・ガバナンスを有効に機能させ、経営の効率化、透明性、健全性を徹底して
追求することが重要な課題であると考えています。

当社は、当社の企業規模等を総合的に考慮した結果、経営の効率化、透明性、健全性の維持向上に最適
であると判断し、下記のコーポレート・ガバナンス体制を採用しています。

（１）当社は監査役会設置会社を選択し、取締役会が会社の最重要事項の意思決定を行うものとし、
その意思決定における適切な経営判断を行うための環境整備に努める。

（２）当社は、すべてのステークホルダーの権利・立場を尊重し、適切な協働に努めるものとする。
（３）当社は、適切な情報開示を行い、すべてのステークホルダーに対し透明性の確保に努めるものとする。
（４）当社は、監査役会設置会社として、独立した社外取締役と社外監査役を選任し、当社に即した経営

のモニタリングの遂行により、経営の健全性を確保する。
（５）株主との間で建設的な対話を行う。

基本方針

報告

報告指示・監督

監査
選定・解職
監督

報告

指導・監督
監査

報告

監査

連携監査

報告

連携

答申諮問

答申諮問

選任/解任 選任/解任 選任/解任

連携

※内部通報制度として、外部に通報窓口を設置しています。

経営会議

取締役 社外取締役 監査役 社外監査役

代表取締役社長

執行役員会 リスク・コンプライアンス
委員会

指名諮問委員会
報酬諮問委員会

ガバナンス特別委員会

会計監査人

内部監査部

株主総会

グループ会社

事業部門 管理部門

取締役会
取締役12名 監査役会

監査役４名

取
締
役

監
査
役

企業経営・
グローバル
マネジメント

事業戦略・
マーケティング

ESG
（環境・社会・
ガバナンス）

財務・
会計

人事・
人材育成 研究開発 生産技術・

品質管理氏名

社外 独立
社外 独立
社外 独立

大久保知彦
小森　　康
島　　義和
木浦　智之
矢挽　忠雄
佐々木一敏
竹村　洋介
半根　隆巳
池田　隆之
伊藤　　潔

杉山　涼子
倉島　　薫
内田　浩介
澤田　芳明
川上　善行
野口真有美

社外 独立

社外 独立

社外女性
男性
男性
男性
男性

男性
男性
男性
男性
男性
男性
男性
男性
男性

女性
男性

独立
社外 独立

監査役会の構成　　　　　4名（うち社外監査役３名）
独立役員の人数　　　　　7名
業務執行体制　　　　　　執行役員制
　経営会議　　　　　　　11名（社長、常務執行役員７名、執行役員１名、常勤監査役２名）
　執行役員会　　　　　　17名（社長、執行役員14名、常勤監査役２名）

組織形態　　　　　　　　監査役会設置会社
取締役会の構成　　　　　12名（うち社外取締役4名）
　取締役の任期　   　　　1年　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　取締役会の議長　　　　代表取締役社長
　任意の諮問委員会　　　指名諮問、報酬諮問6名（社外取締役4名、社内取締役2名）
　　　　　　　　　　　　ガバナンス特別4名（社外取締役4名）

➡ https://www.co-jsp.co.jp/sustainability/g/g_basic.html
参考：当社のコーポレート・ガバナンスに関する詳細は、当社ホームページでご確認いただけます。

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

コーポレート・ガバナンス体制
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コーポレート・ガバナンスの取り組み

報酬諮問委員会
筆頭社外取締役 池田隆之を委員長とし、社外取締役４名と代表取締役2名で構成されています。
各取締役の報酬について、経営環境、経営状況、業績、財務状況、各人の貢献度等を総合的に勘案し、
代表取締役社長に答申しています。

ガバナンス特別委員会
3名以上の独立社外取締役で構成されています。当社とMGCグループとの取引において公正性・
透明性・客観性を確保することで、少数株主の利益を適切に保護し、コーポレート・ガバナンスの充実を
図ることを目的としており、取締役会の諮問に応じて、MGCグループとの取引について審議し、答申
しています。

執行役員会
代表取締役社長 大久保知彦を議長とし、執行役員14名で構成され、常勤監査役２名も出席して
います。原則月２回開催し、経営に関する重要な事項について審議を行い、事業環境の変化を的確に
捉えた迅速な判断に基づく業務執行を図っています。また、執行役員会の諮問機関であるサステナビ
リティ推進専門委員会によるサステナビリティ推進上の重要事案についての報告等を踏まえ、当社の
サステナビリティ経営に関するサステナビリティマネジメントの計画、立案、進捗に対するモニタ
リングを行っています。

リスク・コンプライアンス委員会
総務人事本部長を委員長とし、原則月１回開催され、当社グループのコンプライアンスやリスク

について横断的に管理し、取締役会が適切なリスクテイクをする経営判断のサポート機能の役割
を担っています。なお、常勤監査役２名も出席しています。

経営会議
代表取締役社長 大久保知彦を議長とし、常務執行役員7名および代表取締役社長の選任による

執行役員1名で構成され、常勤監査役２名も出席しています。原則月１回開催し、経営基本方針、企業
体質改善方策およびその他経営上の重要な事項について審議を行っています。特に2023年度に
おいては、次期中期経営計画の策定と重要な投資計画について審議しました。

代表取締役社長 大久保知彦を議長とし、社外取締役４名を含む取締役12名で構成され、社外監査
役3名を含む監査役４名も出席しています。原則月１回開催し、法令、定款に定める事項や経営に関する
重要な事項について審議、意思決定するとともに、会社の事業や経営全般、経営諸活動におけるサス
テナビリティ関連のリスクおよび機会について監督を行っています。
なお、社外役員に対しては、取締役会において充実した議論を行うため、議案の提案背景、目的、その

内容等について取締役会の開催前に資料を配布し、必要に応じて、議案申請者より十分な説明を行って
います。

取締役会

監査役 内田浩介を議長とし、社外監査役3名を含む4名で構成しています。原則月1回開催され、
各事業責任者へのヒアリングを行い、当社グループの業務の適法性、妥当性の監査を行っています。
また、社外取締役4名も出席しており、情報共有、連携を図っています。

監査役会

筆頭社外取締役 池田隆之を委員長とし、社外取締役４名と代表取締役2名で構成されています。
取締役および監査役候補者の選定にあたり、当該職にふさわしい、中長期的な企業価値を創造するため
に必要な経験・知識・能力を有した、自らの義務と責任を全うできる適任者であるかを選定基準
およびスキル・マトリックスに照らして審議し、代表取締役社長に答申しています。

指名諮問委員会

主要な会議体、諮問委員会の活動状況
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コーポレート・ガバナンスの取り組み

2023年度の取締役および監査役の報酬等の総額

役員区分
報酬等の
総額

（百万円） 固定報酬

報酬等の種類別の総額（百万円）
基本報酬
短期業績
連勤報酬

役員持株会
拠出報酬

積立型
退任時報酬

対象となる
役員の員数
（名）

監査役
（社外監査役を除く）

232

15

58

206

15

58

-

-

-

4

-

-

21

-

-

10

2

8

取締役
（社外取締役を除く）

社外役員

当社は、取締役会の実効性の評価のため毎年取締役・監査役へアンケートを実施し、取締役会は当該
アンケートの結果およびこれに対する独立社外取締役・社外監査役の意見を踏まえ分析・評価を行うこと
としています。（コーポレートガバナンスガイドライン第26条）
直近の取締役会実効性評価の概要につきましては、当社コーポレート・ガバナンス報告書【補充原則

4-11③ 取締役会全体の実効性の分析・評価】をご確認ください。
　https://www.co-jsp.co.jp/ir/upload_file/m005-m005_06/corporate_governance.pdf

※役員ごとの連結報酬等の総額につきましては、その総額が1億円以上となる役員の該当はありませんでしたので記載を省略して
います。

当社は、取締役・監査役がその役割・責務を実効的に果たすために必要な情報を入手できるための支援
体制を整えることとしています。（コーポレートガバナンスガイドライン第27条）
①取締役・監査役が、その職務を遂行するに必要と判断する情報については、取締役会事務局が必要に
応じて情報を収集・提供するものとする。

②監査役は、監査業務を補助すべき使用人の設置を求めることができることとし、当該使用人が監査
業務の補助をする場合、取締役等の指揮命令を受けないものとする。

取締役・監査役に対する情報提供および支援体制

取締役会の実効性評価

取締役（非常勤取締役を除く。）の報酬は、基本報酬および積立型退任時報酬によって構成されて
います。
基本報酬は固定報酬、短期業績連動報酬および役員持株会拠出報酬により構成されております。
基本報酬のうち、固定報酬および役員持株会拠出報酬については、役職ごとの職責に応じて定め
られています。

役員報酬

当社は、取締役・監査役に対するトレーニング方針を定め、職務遂行に必要な知識の習得機会を継続的に
提供することとしています。（コーポレートガバナンスガイドライン第28条）

①取締役・監査役が新たに就任する際は、役員の職務執行上必要な情報を外部の専門家による講義や
研修などにより適宜提供する。就任後も経営課題や法改正に関する研修を継続的に実施する。

②独立社外取締役・監査役が新たに就任する際は、当社の経営理念、企業文化への理解を促すととも
に、主要な事業拠点の視察や事業内容の説明を実施する。就任後も経営課題等について適宜情報
提供を行う。

③事業計画・年度予算方針については、年度方針会を毎期開催し全社的な情報共有の機会を設ける。

取締役・監査役に対するトレーニング

取締役・監査役に対するトレーニング方針

①業績連動報酬等の額の算定の基礎として選定した業績指標の内容
業績連動報酬は、基本報酬のうちの短期業績連動報酬および中期業績連動報酬である積立型
退任時報酬で構成されています。 両報酬とも、取締役会で定められた業績指標（連結売上高・
連結営業利益・連結営業利益率・親会社株主に帰属する当期純利益）を額の算定の基礎として
います。
②当該業績指標を選定した理由
当該各指標を選定した理由は、当該各指標が当社の成長性、収益性等を示す重要な経営の指標と
なっていることによるものです。
③業績連動報酬等の額の算定方法
短期業績連動報酬は、取締役会で定められた上記業績指標の基準値に対し、対象期間における
実績率により決定しています。 また、積立型退任時報酬は、中期業績連動報酬として、事業年度末に
おける当該連結中期経営計画期間中の業績指標の累計額について、前連結中期経営計画期間の
同時期の業績指標に対する実績達成率を算出し決定しています。

また、非常勤取締役および監査役の報酬は、基本報酬である固定報酬によって構成されています。
各取締役の報酬については、取締役会の授権を受けた代表取締役社長が、株主総会で決議された
報酬枠の範囲内で、当社役員報酬規程に従い、経営環境、経営状況、業績、財務状況、各人の貢献度
等を総合的に勘案し、当事業年度の報酬額案を作成しております。代表取締役社長は作成した報酬額
案を、代表取締役と社外取締役で構成され、筆頭社外取締役を委員長とする報酬諮問委員会に諮問し、
報酬諮問委員会は審議された報酬額案について代表取締役社長へ答申します。代表取締役社長は、
報酬諮問委員会の答申を踏まえ、各取締役の報酬額を決定しています。
各監査役の報酬は、株主総会で決議された報酬枠の範囲内で、監査役の協議により、各人の貢献度

を考慮し決定しています。
なお、業績連動報酬に関する事項は以下をご参照ください。
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コーポレート・ガバナンスの取り組み

当社は、会社法および会社法施行規則に基づき、以下の通り内部統制システムの整備に関する
基本方針を定めています。なお本基本方針については、随時見直しを行い、より適切な内部統制
システムの整備に努めてまいります。

内部統制システムの整備に関する基本方針

三菱瓦斯化学株式会社およびその子会社（ＭＧＣグループ）との取引において、当社は支配株主を
有しませんが、過去に親会社であった三菱瓦斯化学株式会社およびその子会社（ＭＧＣグループ）
が当社議決権の47％超を保有するなど、一定の影響力を維持している状況を踏まえ、少数株主の利益
を適切に保護し、コーポレート・ガバナンスの充実を図るべく、取締役会の諮問機関であるガバナンス
特別委員会の常設を継続いたします。

（１）当社は、当社および当社子会社（以下、グループ会社といい、当社と併せて当社
グループという）共通の「ＪＳＰグループ企業行動指針」および「ＪＳＰグループ行動
規範」を定め、法令遵守および社会倫理遵守を企業活動の前提とし、社会的要請
への適応を徹底する。１．当社の取締役および使用

人並びに当社子会社の
取締役等および使用人
の職務の執行が法令
および定款に適合する
ことを確保するための
体制

（２）当社は、リスク・コンプライアンス委員会を設置し、当社グループにおけるコンプラ
イアンスを横断的に統括することとし､同委員会を中心に当社グループの役職員
への教育研修等を行う。

（３）当社グループのコンプライアンスの状況については、監査役と内部監査部門
が連携をとり監査を実施する。

（４）法令上疑義のある行為については、当社グループの役職員が直接情報提供を行う
手段として内部通報相談窓口を設置し、内容の調査、再発防止策を検討実施する。

（１）文書管理規程に基づき、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体
（以下、文書等という）に記録し、保存する。２．当社の取締役の職務の

執行に係る情報の保存
および管理に関する体制

（２）取締役および監査役は、文書管理規程により常時これらの文書等を閲覧できる。
（３）法令または証券取引所の規則等に情報の開示を定められている事項は、情報

開示規程に基づき速やかに開示する。
（１）当社グループのリスクを横断的に管理する組織としてリスク・コンプライアンス委員

会がその任に当たるものとし、リスクの洗い出しおよび分析を行う。
３．当社および当社子会社の
損失の危険の管理に
関する規程その他の体制

（２）同委員会を中心としてリスク管理に関する諸規程を整備し、当社グループにおける
リスク管理体制を強化する。

（３）災害等の不測の事態については、危機管理担当部門が緊急時の対応について
定めた規程やマニュアルに基づき対応する。

（１）当社の取締役会は、月1回開催を原則とし、経営の基本方針、法令で定められた事項
およびその他経営に関する重要事項を決定する。また当社は、経営に関する重要事項
に関して、代表取締役および常務執行役員以上の執行役員をもって構成される経営
会議を開催し、事前審議を行う。

４．当社の取締役および当社
子会社の取締役等の職務
の執行が効率的に行われ
ることを確保するための
体制

（２）当社は、業務執行システムとして執行役員制および事業部門は事業本部制、
コーポレート部門は本部制を採用し、執行権限と業績責任を委譲することにより
業務執行の効率化を図る。

（３）当社は、業務執行に関する重要な個別経営課題は、原則月２回開催される執行
役員会において決定する。

（４）当社は、連結ベースでの経営計画等を策定し、その実現に向け、グループ会社
に対する経営管理および指導等を行う。

（５）グループ会社は、原則として組織上各事業本部または本部に所属し、業務執行
も所属する事業本部の直接統括下に置く。

６．当社の監査役の職務
を補助すべき使用人
に関する事項

７．当社の監査役への報告
に関する体制

８．その他当社の監査役の
監査が実質的に行われる
ことを確保するための
体制

９．財務報告に係る信頼性
を確保するための体制

１０．反社会的勢力排除に
     向けた体制

（１）当社内部監査部門は、定期的にグループ会社の業務監査を実施し、業務の適正
を確保する。

（２）当社は、グループ会社に対し、経営上の重要事項について、当社における事前
承認または当社への報告を義務付ける。

（１）監査役は､必要に応じて監査業務を補助すべき使用人の設置を求めることが
できる。

（２）監査役より監査業務に必要な指示を受けた使用人は、その指示に関して取締役等
の指揮命令を受けない。また、当該使用人の異動、評価および懲戒等については、
監査役会と協議する。

（１）取締役および使用人は、法定の事項に加え当社グループに重大な影響を及ぼす
事項、当社グループにおける内部監査の実施状況を監査役会に報告する。

（２）監査役は、当社および各グループ会社の取締役会その他重要な会議に出席し、
当社グループにおける経営上の重要事項に関する情報収集に努める。

（３）内部通報相談窓口に寄せられた当社グループの役職員からの通報状況および
その内容は、リスク・コンプライアンス委員会より監査役会に報告する。報告
の方法（報告者、報告受領者、報告時期）については、取締役と監査役会との協議
により決定する方法による。

（４）監査役に報告をした者について、当該報告をしたことを理由として不利益な取扱い
を行うことを禁止し、その旨を当社グループの役職員に周知徹底する。

（１）監査役会は、各事業責任者等からの個別ヒアリングの機会を定期的に設ける。

（２）監査役会は、代表取締役および監査法人それぞれとの間で定期的に意見交換
会を開催する。

（３）監査役の職務の執行について生ずる費用等を支弁するため、毎年、一定額の
予算を設ける。

当社グループは、財務報告に係る信頼性を確保するための体制を整備し、その仕組み
を継続的に評価し、不備がある場合には直ちに是正・改善等を行う。

当社グループは、社会の一員として市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的
勢力および団体とは一切の関係を持たず、毅然とした態度で対応する。

５．当社子会社の取締役
等の職務の執行に係る
事項の当社への報告
に関する体制その他の
当社および当社子会社
から成る企業集団に
おける業務の適正を
確保するための体制

少数株主の保護

内部統制システム、リスク管理体制
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役員一覧役員一覧

取締役 常務執行役員 ビーズ事業
本部長兼高機能材事業部長

佐々木 一敏

4月
6月

4月

4月

4月
6月

1985年
2018年

2021年

2022年

2023年
2023年

当社入社
当社執行役員第二事業本部
高機能材事業部長、特販一部担当、
特販二部担当
当社執行役員高機能材事業部長兼
機能材部長、特販一部担当、
特販二部担当
当社執行役員高機能材事業部長、
特販一部担当、特販二部担当
当社執行役員高機能材事業部長
当社常務執行役員高機能材事業部長

当社常務執行役員ビーズ事業
本部長兼高機能材事業部長
当社取締役常務執行役員
ビーズ事業本部長兼
高機能材事業部長（現任）

2024年

2024年

4月

6月

取締役 常務執行役員
サプライチェーン統括本部長

矢挽 忠雄

4月
6月
6月

6月

4月
7月

4月

1984年
2016年
2017年

2019年

2020年
2020年

2021年

当社入社
当社執行役員物流資材本部長
当社執行役員研究開発本部長兼
鹿沼研究所長
当社上席執行役員研究開発
本部長兼鹿沼研究所長
当社上席執行役員研究開発本部長
当社上席執行役員研究開発本部長兼
四日市研究所長
当社上席執行役員研究開発本部長兼
知的財産室長

当社上席執行役員研究開発
本部長
当社常務執行役員研究開発
本部長
当社常務執行役員
サプライチェーン統括本部長
当社取締役常務執行役員
サプライチェーン統括本部長
（現任）

2022年

2023年

2024年

2024年

4月

6月

4月

6月

取締役 執行役員 押出事業
本部長兼建築土木資材事業部長

半根 隆巳

4月
6月
4月
6月

1989年
2023年
2024年
2024年

当社入社
当社執行役員建築土木資材事業部長
当社執行役員押出事業本部長兼建築土木資材事業部長
当社取締役執行役員押出事業本部長兼
建築土木資材事業部長（現任）

取締役 常務執行役員
総務人事本部長

竹村 洋介

1月
6月
6月
4月
6月

1990年
2019年
2023年
2024年
2024年

当社入社
当社執行役員総務人事本部総務部長
当社執行役員総務人事本部長兼総務部長
当社常務執行役員総務人事本部長
当社取締役常務執行役員総務人事本部長（現任）

代表取締役 常務執行役員
経理財務本部長

小森 康

１月
6月
６月
6月
6月

2005年
2019年
2021年
2023年
2024年

当社入社
当社執行役員経理財務本部長兼経理部長
当社取締役執行役員経理財務本部長兼経理部長
当社取締役常務執行役員経理財務本部長兼経理部長
当社代表取締役常務執行役員経理財務本部長（現任）

取締役 常務執行役員 研究開発
本部管掌、新事業開発本部長

島 義和

4月
4月
4月
6月
6月
4月

1988年
2020年
2021年
2021年
2023年
2024年

三菱瓦斯化学株式会社入社
同社執行役員、研究統括部門研究推進部長
同社特任理事
当社取締役執行役員研究開発本部管掌
当社取締役常務執行役員研究開発本部管掌、新事業開発本部管掌
当社取締役常務執行役員研究開発本部管掌、新事業開発本部長（現任）

取締役 常務執行役員 経営企画
本部管掌、内部監査部担当

木浦 智之

代表取締役社長
大久保 知彦

4月
4月

11月

4月

1985年
2016年

2018年

2019年

三菱瓦斯化学株式会社入社
同社執行役員天然ガス系化学品
カンパニー化成品事業部長兼
同カンパニー化成品事業部事業
推進グループマネージャー
同社執行役員天然ガス系化学品
カンパニー化成品事業部長
同社常務執行役員LNG事業
検討プロジェクトチーム担当、
天然ガス系化学品カンパニー
プレジデント

同社取締役常務執行役員LNG
事業検討プロジェクトチーム
担当、天然ガス系化学品
カンパニープレジデント
同社取締役常務執行役員LNG
事業検討プロジェクトチーム
担当、基礎化学品事業部門担当
同社取締役
当社代表取締役社長（現任）

2019年

2020年

2021年
2021年

6月

4月

4月
6月

4月
4月

4月

4月

6月

1986年
2020年

2021年

2023年

2023年

三菱瓦斯化学株式会社入社
同社執行役員財務経理部長、
財務経理部財務
グループマネージャー
同社執行役員財務経理担当、
財務経理部長、財務経理部財務
グループマネージャー
同社特任理事
当社顧問
当社取締役常務執行役員社長補佐、
経営企画本部管掌

当社取締役常務執行役員
経営企画本部管掌、
内部監査部担当（現任）

2024年 4月
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役員一覧

取締役（社外）
倉島 薫

4月
7月
7月
6月
6月
6月

9月
6月
4月

1984年
2011年
2013年
2015年
2016年
2019年

2019年
2020年
2021年

味の素株式会社入社
ペルー味の素社取締役社長
インドネシア味の素社取締役社長
味の素株式会社執行役員
同社常務執行役員
同社専務執行役員、
同社食品事業本部長
東海澱粉株式会社社外取締役
株式会社J-オイルミルズ社外取締役
味の素株式会社
グローバルコーポレート本部長、

コーポレートサービス本部長
同社取締役、同社執行役専務
同社執行役
公益財団法人味の素ファンデー
ション理事長（現任）
日本うま味調味料協会会長
（現任）
株式会社物語コーポレーション
社外取締役（現任）
当社社外取締役（現任）

2021年
2022年
2022年

2023年

2023年

2024年

6月
4月
6月

6月

9月

6月

取締役（社外）
杉山 涼子

5月

8月
4月

6月
1月

6月

1996年

2007年
2010年

2015年
2016年

2016年

株式会社杉山・栗原環境事務所設立
代表取締役
同社取締役（現任）
富士常葉大学（現 常葉大学）
社会環境学部教授
株式会社UACJ社外取締役
一般社団法人岐阜杉山記念財団
（現 公益財団法人岐阜杉山記念財団）
理事長（現任）
レシップホールディングス株式会社
社外取締役監査等委員

栗田工業株式会社社外取締役
株式会社岐阜新聞社社主・
代表取締役（現任）
株式会社岐阜放送
取締役会長（現任）
当社社外取締役（現任）

2017年
2018年

2019年

2023年

6月
12月

12月

6月

監査役（非常勤・社外）
野口 真有美

4月

3月
10月

4月
4月
11月
11月
3月

1991年

1993年
1998年

2003年
2008年
2012年
2014年
2018年

株式会社三菱銀行
（現 株式会社三菱UFJ銀行）入行
シティバンク、エヌ・エイ在日法人入社
朝日監査法人
（現 有限責任あずさ監査法人）入社
公認会計士登録
野口公認会計士事務所所長（現任）
税理士登録
株式会社PhoneAppli社外監査役
日本フェンオール株式会社
社外取締役（現任）

株式会社コンコルディア・
フィナンシャルグループ
社外監査役（現任）
株式会社脱炭素化支援機構
社外監査役（現任）
当社社外監査役（現任）

2021年

2022年

2024年

6月

10月

6月

取締役（社外）
池田 隆之

4月
6月
6月

6月
6月
6月

1981年
2011年
2014年

2020年
2021年
2022年

株式会社東芝入社
東芝テック株式会社取締役、常務執行役員
同社代表取締役社長、社長執行役員、
リスク・コンプライアンス統括責任者（CRO）
同社相談役
当社社外取締役（現任）
森永乳業株式会社社外取締役（現任）

取締役（社外）
伊藤 潔

4月
6月
6月
6月
4月
4月
4月
6月

1979年
2007年
2009年
2013年
2016年
2018年
2019年
2022年

栗田工業株式会社入社
同社管理本部人事・法務統括執行役員兼人事厚生部長
同社取締役管理本部長
同社常務取締役経営企画室長
同社常務取締役管理本部長
同社代表取締役専務経営企画本部長
同社代表取締役専務経営管理本部長
当社社外取締役（現任）

監査役（非常勤・社外）
川上 善行

4月
6月
12月

１月
6月

1998年
2003年
2010年

2021年
2023年

国土交通省入省
米国ニューヨーク州弁護士登録
弁護士登録
田辺総合法律事務所入所
同事務所パートナー（現任）
当社社外監査役（現任）

監査役（常勤・社外）
澤田 芳明

4月
3月
3月
3月
3月
3月
6月

1985年
2006年
2009年
2012年
2014年
2016年
2016年

日本生命保険相互会社入社
同社山形支社支社長
同社契約部部長
同社金融法人第一部部長
同社岡山支社支社長
同社関連事業部担当部長兼監査役室
当社社外監査役（現任）

監査役（常勤）
内田 浩介

4 月
6 月

4 月

6 月

6 月

6 月

1 9 8 4 年
2 0 1 8 年

2 0 2 1 年

2 0 2 1 年

2 0 2 2 年

2 0 2 3 年

当社入社
当社取締役執行役員経営企画部
担当、内部監査部担当
当社取締役執行役員経営企画
本部長、内部監査部担当
当社取締役執行役員総務人事
本部長、内部監査部担当
当社取締役常務執行役員総務
人事本部長、内部監査部担当
当社取締役常務執行役員総務
人事本部管掌、内部監査部担当

当社取締役常務執行役員総務
人事本部管掌
当社常勤監査役（現任）

2 0 2 4 年

2 0 2 4 年

4 月

6 月
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上場証券取引所

証券コード

単元株式数

発行可能株式総数

発行済株式の総数

事業年度

株主数

大株主

氏名または名称

三菱瓦斯化学株式会社
日本マスタートラスト
信託銀行株式会社（信託口）

JSP取引先持株会

株式会社日本カストディ銀行（信託口）

JSP従業員持株会

日本生命保険相互会社

UBS AG LONDON A/C IPB 
SEGREGATED CLIENT ACCOUNT

GOLDMAN SACHS 
BANK EUROPE SE

住友林業株式会社

所有株式数
（千株）

157

170

175

223

1,251

460

281

241

1,253

12,420

発行済株式総数に
対する所有株式数の

割合（％）

0.60

0.65

0.66

0.85

4.77

1.75

1.07

0.92

4.78

47.39

BNY GCM CLIENT 
ACCOUNT JPRD AC ISG（FE-AC）
当社は自己株式5,205千株（5,205,680株）保有しておりますが、上記の大株主からは除外しております。

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

（人）

株主数推移

2023/3

40,97840,978

2022/3

42,181

2021/3

31,446

2020/3

28,998

2019/3

23,165

所有者別の株式保有比率東京証券取引所　プライム市場

7942

100株

46,000,000株

4月1日から3月31日まで

48,250名

（自己株式5,205,680株を含む。）
31,413,473株

会社概要

本社所在地
東京都千代田区丸の内三丁目
4番2号 新日石ビル

代表取締役社長
大久保 知彦

設立
1962（昭和37）年1月

資本金
101億28百万円

決算期
3月31日

IRお問い合わせ
経営企画部　広報IRグループ
TEL : 03-6212-6306
FAX:03-6212-6316

従業員数
3,008名（連結）

主要関連会社
国内外36社

その他法人
42.91%
個人・その他
41.98%
外国法人等
6.67%

金融商品
取引業者
1.41%

金融機関
7.03%

2024/3

48,25048,250



グローバルネットワーク／国内ネットワークグローバルネットワーク／国内ネットワーク

グローバルネットワーク

米国
❶ JSP International Group LTD.
メキシコ
❷ JSP International de Mexico, S.A. de C.V.

北米

ブラジル
❸ JSP Brasil Industria de Plasticos LTDA.

南米

フランス
❹ JSP International S.A.R.L.

チェコ
❺ JSP International s.r.o.

ドイツ　
❻ HAPP GmbH　

❼ GENERAL INDUSTRIES DEUTSCHLAND 
GmbH【持分法適用会社】

イタリア
❽ GHEPI S.r.l. 【持分法適用関連会社】

欧州
韓国
❾ KOSPA 株式会社
台湾
10 台寶樹脂化工股份有限公司
シンガポール
11 JSP Foam Products PTE. LTD.
タイ
12 JSP Foam Products （Thailand）Co., LTD.

中国
13 杰斯比高新材料（無錫）有限公司

14 杰斯比塑料（上海）有限公司

15 杰斯比圣和科材料科技（昆山）有限公司

16 杰斯比高新材料（東莞）有限公司

17 杰斯比高新材料（武漢）有限公司

アジア

11

1
1

2

3

4 57
6 8

13
9

10

11

12

1514

16

17

本社
札幌営業所
仙台営業所
名古屋営業所
大阪営業所
福岡営業所
広島出張所
北海道工場
鹿沼第一工場
鹿沼第二工場
鹿沼第三工場
鹿沼ミラフォーム工場
鹿島工場
四日市第一工場
四日市第二工場
関西工場
北九州工場
九州工場
鹿沼研究所
四日市研究所
鹿沼物流センター
再資源センター
開発センター

国内事業所

株式会社JSPパッケージング
株式会社KP
株式会社ミラックス
JSPモールディング株式会社
三昌フォームテック株式会社
北菱イーピーエス株式会社
本州油化株式会社
NK化成株式会社
セイホクパッケージ株式会社
山陰化成工業株式会社
【持分法適用関連会社】

国内グループ会社

2024年3月末現在
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